



































































2） 参照、塩野・前掲注 1）332-349 頁、藤田宙靖『新版 行政法総論 下』（青林書院・2020 年）213-225 頁、
宇賀克也『行政法概説Ⅱ［第 6 版］』（有斐閣・2018 年）448 頁以下。
3） 参照、遠藤博也『実定行政法』（有斐閣・1989 年）273-274 頁。




5） 参照、遠藤・前掲注 3）273 頁、同『国家補償法 上巻』（青林書院新社・1981 年）166-175 頁。
6） 参照、塩野・前掲注 1）349 頁注 5 は、職務行為基準説の拡張的適用に対しては、学説上は批判が強い
にもかかわらず、「学説との対話もなく、最高裁判所がその対象事項を拡大（もしくは一般化）してい
るのは、必ずしも珍しい例ではないが、日本法の発展にとり、好ましくない。」とする。




















8） 参照、宇賀克也「職務行為基準説の検討」行政法研究創刊第 1 号（2012 年）31 頁。
9） 参照、原田大樹『例解 行政法』（東京大学出版会・2013 年）第 2 部および 414 頁以下。
10） 参照、神橋一彦『行政判例と法理論』（信山社・2020 年）251 頁以下は、判例のとる職務行為基準説
が前提とする「違法」概念とは何かを追究している（初出 2010 年、立教法学 80 号）。また、米田雅
宏「国家賠償法 1 条が定める違法概念の体系的理解に向けた一考察──職務義務違反説の可能性（2・
完）」法学 82 巻 1 号（2018 年）60 頁は、判例のとる職務行為基準説の体系的説明を試み、「国賠法の
世界では、この一般的な違法抑止機能を“法治国家の要請”という言葉の中で論じているに過ぎない
……国賠法1条の違法は客観的法規違反でなければならないという必然性は、ないと言えよう」とする。







教室 385 号（2012 年）72 頁以下は、国家賠償法 1 条の違法を民法 709 条における権利利益の侵害とい
う意味で捉え直そうとする。






































































































































14） 判例地方自治 384 号 64 頁。本件は、市の不同意通知の処分性を認めた上で、同処分を取消し、同意













として、次のア）からウ）の 3 点が主張されている。ア）開口部を有する耐震壁を 2 枚として
それぞれ計算すべきところ、1 枚の耐震壁として計算されている。イ）1 階の剛性率は 0.6 以上
ではなかったのに、すべての階の剛性率が 0.6 以上とされている。ウ）2 階の耐力壁に加わる
せん断力の数値を 198 と手入力すべきところ、80 と手入力されていることである。












































































































































　東京地判平成 26 年 2 月 4 日 18）は、いわゆる旗竿状敷地において、敷地の竿の部分（路地状
部分）でのみ道路と接道している場合、「例えば 8m の接道要件を充たすためには、路地状部










































19） 阿部泰隆『国家補償法の研究Ⅰ』（信山社・2019 年）205 頁。
20） 判例集未登載。










































































































22） 判例地方自治 278 号 72 頁。





































































24） 都市計画法 43 条 1 項 6 号ロ（平成 12 年法律第 73 号による改正前のもの）。











































































































　東京地判平成 25 年 7 月 19 日 27）は、「議員提案により異例の速さで本件条例改正を行ったこ
となどに照らすと、本件条例改正は、本件出店を阻止することが、その主たる目的ないし動機




































































　原審である仙台高判平成 6 年 10 月 17 日 29）は、上告人ら地権者の立場につき、「地権者は好
27） 判例地方自治 386 号 46 頁。
28） なお、2014 年 3 月 28 日に控訴審である東京高裁で、市が約 4 億 5 千万円を支払うことで和解が成立
している。















































































































































31） 判例時報 691 号 57 頁。














































　本件は、市が建築基準法 42 条 2 項に該当する道路（以下「2 項道路」という）として 6 区




　京都地判平成 23 年 3 月 30 日 34）は、市内における 2 項道路の指定は一括指定により完結し




33） 参照、判例タイムズ 861 号（1995 年）184 頁は、「本判決は、開発指導要綱に基づく行政指導として行
われた行為が国家賠償法上の違法な行為であることを認めた最初の事例」とする。
34） 裁判所ウェブサイト。
35） 最判平成 14 年 1 月 17 日民集 56 巻 1 号 1 頁は、一括指定は抗告訴訟の対象となる行政処分に当たる旨
判示した。

































　本件においては、基準時である昭和 25 年 11 月 23 日当時、地図および航空写真によると本
















































































































































































































































　第 1 に、処分にかかわる違法性〔裁判例（1）～（8）〕では、1.1 で述べた 3 つの説のうち、























為基準説）に立つ見方が 4 例と、③相関関係説に立つ見方が 2 例であった。
　上記のうち、②説に立つ見方をしている 4 例について以下に述べると、4 例とも違法性が肯
定されていた。行為の違法については、営業の自由の侵害を認めたものが 2 例（裁判例（9）
（14））、行政指導の限度を超えたと認めたものが 1 例（裁判例（12））、職務上の義務違反を認
めたものが 1 例（裁判例（13））であった。過失については、4 例のうち、違法性に加えた見















































































41） 参照、仲野・前掲注 12）380-381 頁。
42） 参照、宇賀・小幡・前掲注 4）103 頁〔中原茂樹〕。
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Illegality and Negligence in Article 1 of the 
State Redress Act
Hirofumi IWAHASHI
　This study clarified in what sense the two theories regarding 
the interpretation of illegality and negligence in Article 1 of the 
State Redress Act differ. Therefore, the court cases in one area of 
administrative law were divided into two types.
　As a result of the study, the two theories considered different 
law regarding the illegality of Article 1 of the State Redress Act 
under their respective theoretical backgrounds. In addition, the two 
theories differed in terms of which of “（1） the aspect of ensuring 
the principle of administration by law and （2） the aspect of the 
damage compensation system” was emphasized. In the previous 
aspect, the difference from the Civil Tort Law was emphasized. On 
the other hand, in the latter aspect, the commonality with the Civil 
Tort Law was emphasized. In this sense as well, the two theories 
were different.
　This study clarified in what sense the two theories differ.
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